
デジタル変革推進事業支援業務公募型プロポーザル実施要領 

  

１ 目的 

この要領は、デジタル変革推進事業支援業務を実施するにあたり、事業者を公募型

プロポーザル方式（以下、「本プロポーザル」という。）により、公正かつ公平な方法

で最良な受注候補者を選定するための方針及び手続について、必要な事項を定めたも

のである。 

 

２ 業務概要 

（１）業 務 名 デジタル変革推進事業支援業務 

（２）業 務 内 容 別紙１「デジタル変革推進事業支援業務仕様書」による 

（３）履 行 期 間 契約締結日から令和８年３月３１日まで 

（４）委託上限額 ￥１２，０００，０００円以内（消費税及び地方消費税を含む。） 

※上記の金額は契約時の予定価格を示すものではなく、提案内容の規模を示す

ためのものであることに留意すること。また、上限額を超える提案について

は、無効とする。 

 

３ 実施の公表 

 村長は、本プロポーザルを実施するため、必要と認める事項を本村ホームページへ

広告するとともに、必要に応じて他の方法により一般に周知するものとする。 

 

４ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加できる事業者は、本提案募集の内容を十分に遂行できるもの

であり、次に掲げる参加資格要件を全て満たしていること。 

（１）日本国内に営業所または、事業所を有しており、その管轄において当該業務の

管理者を配置できること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者であること。 

（３）公告日から本プロポーザルの選定結果が発表される期間において、山添村、各

省庁及び地方公共団体から指名停止、又は入札参加の取消しの措置を受けていな

い者であること。 

（４）過去５年間に、自治体等において本調達と同種類の契約又は同等と認める契約

を締結し、これらを誠実に履行した者であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開

始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づ

く再生手続開始の申立ての事実がある等、経営状況が著しく不健全であると認め



られる者でないこと。 

（６）租税を滞納していない者であること。 

（７）山添村暴力団排除条例（平成２３年条例第１７号）及び暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する暴力団員等でな

いこと。 

（８）本業務に従事する実務者は、直接かつ公告日以前の３ヶ月以上の期間雇用関係

にある者を専任として配置できる者であること。 

 

５ 提出書類 

・本プロポーザルへの参加申込者は、次の書類を電子メールにて提出すること。 

・様式を定めている提出書類は、山添村ホームページに掲載しているデータを使用し

て作成すること。 

・提案書の作成については、別紙２「企画提案書作成要領」に基づき行うこと。 

①参加表明書（様式１） 

※連絡先となるメールアドレスを必ず記載すること 

②企画提案書（様式は任意） 

③事業者の概要（設立年月日、所在地、事業内容、ISO認証取得写し等）（様式は任

意） 

④参加資格に関する申立書（様式２） 

⑤契約履行実績証明書（様式３） 

※過去５年間に別紙１「仕様書」に記載する業務と同等程度と認める業務の主な実

績について記載すること。 

⑥見積書 

 ※経費の内訳書（様式は任意）を必ず添付すること。 

⑦配置予定担当者等経歴書（様式は任意） 

⑧納税証明書（国・県・市町村税） 

※証明書類については写しで可能 ※直近３ヶ月以内のもの 

 

６ 提出書類の提出期限等 

（１）提出期限：令和７年４月２３日（水）午後５時まで 

（２）提 出 先：sousei@vill.yamazoe.nara.jp 

（３）提出方法：電子メール 

※電子メールで提出後、電話にて送信の連絡をすること。 

 

７ 質問書の提出及び回答 

（１）質問書の提出及び回答 



  本プロポーザルに関する質問については、「１１ 優先交渉権者を選定するまでの

スケジュール」に示す期限までに質問書（様式４）により電子メールにて受け付け

る（※電話・FAXでは受け付けない）。回答は、全参加表明業者に対し、電子メー

ルで回答する（※回答を返信する際のメールアドレスを質問書に必ず記載するこ

と）。 

（２）その他 

①提出期間後の質問及び質問書の様式によらない質問は受け付けない。 

②審査事項に該当する質問や他の事業者若しくはその提案内容に関する質問等、

審査に支障をきたす恐れのある質問については一切応じない。 

③質問書に対する回答は、本要領及び仕様書等の追加又は修正とみなす。 

 

８ 審査、評価及び選定 

（１）審査方法 

①参加申込者の「１０ 失格事項等」に該当の有無について、本村に設置する審

査委員会（以下、「審査会」という。）において提出書類等の確認を行い、該当

しない場合は、その者を書類審査へ進む提案者とする。なお、「失格条件等」に

該当した者に対しては、その旨を電子メールにて速やかに通知するものとす

る。 

②提案者の評価及び提案書等の審査については、審査会が提案者からの提案説明

（プレゼンテーション）を実施した上で、別紙「優先交渉権者評価基準」に基

づき行い、評価点の集計をする。そのうち、評価点の合計が最も高い者を優先

交渉権者として選定する。 

③選定結果は、決定後速やかにすべての提案者に通知する。 

（２）優先交渉権者 

参加申込者が１者の場合であっても審査会を開催し、評価基準を満たしていれ

ば、優先交渉権者として決定する。 

 

９ プレゼンテーションの実施 

企画提案書等を提出した事業者を対象に、提出書類に基づくプレゼンテーションを

実施する。 

（１）実施日程 

令和７年４月３０日（水）（質疑応答を含め３０分程度） 

※詳細については、企画提案者に別途連絡する。 

※参加者が多数となったときは、プレゼンテーションの実施方法等を変更する場

合がある。 

（２）実施方法 



①業務責任者が企画提案提書等について説明を行うこと。 

②説明は２０分以内、質疑応答は１０分程度とする。 

③本村から招待する Web会議により行います。 

④説明は、提出した企画提案書等のみ使用して行うものとする。 

 

１０ 失格事項等 

本プロポーザルの参加者が次の事項のいずれかに該当した場合には、審査会におい

て審査の上、当該参加者の提案を失格とする。 

①企画提案書等の提出書類の提出方法、提出先、提出期限に適合しない場合 

②企画提案書等の提出書類に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場  

 合 

③企画提案書等の提出書類に重大な虚偽の内容が記載されている場合 

④地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当した場合 

⑤本要領に定められた以外の手法により、本村職員に評価項目等、内部情報提供の

援助を求めたとき 

⑥本要領に違反又は逸脱した場合 

⑦提案説明（プレゼンテーション）に正当な理由なしに参加しなかった場合 

 

１１ 優先交渉権者を選定するまでのスケジュール（予定） 

①参加申込書及び提案書募集開始 令和７年 ４月１１日（金） 

②質問の受付期限 令和７年 ４月１６日（水） 

午後５時まで 

③質問の回答期限 令和７年 ４月１８日（金） 

午後５時まで 

④参加申込書及び提案書受付期限 令和７年 ４月２３日（水） 

午後５時まで 

⑤参加申込者の確認結果の通知 令和７年 ４月２４日（木） 

⑥審査（プレゼンテーション） 令和７年 ４月３０日（水）予定 

⑦審査結果の通知・公表 令和７年 ５月上旬予定 

⑧業務委託契約の締結・業務開始 令和７年 ５月中旬予定 

 ※日程については、応募状況、審査経過等により変更となることがある。 

 

１２ 契約に関する特記事項 

（１）企画提案書等の取扱い 

企画提案書等に記載された事項は、仕様書と併せて契約時の仕様として取り扱

う。また、仕様書に規定された要件に係る追加提案等については、受注後に追加費



用を伴わず実施する意思があるものと解する。 

ただし、事業の目的達成のために修正すべき事項があると本村が判断した場合は、

事業者との協議を経て、項目の追加、変更若しくは削除又は見積金額等の変更を行

うことがある。 

（２）契約締結交渉 

受注候補者に選定された事業者と本村は、契約締結交渉を行う。なお、この交渉

に参加した事業者が辞退した場合は、次点候補者と交渉を行う。 

また、本村は、交渉が成立した事業者を受注者とする。 

（３）その他 

契約についての詳細な手続は、法令及び本村の規則等の定めるところにより、別

途指示する。 

 

１３ その他 

 ①事業者は、１つの提案のみを行うこと。 

 ②提出された書類は、返却しない。 

 ③審査経過や結果へのいかなる問い合わせ、異議申立てを行うことはできない。 

 ④本業務の提案に要する一切の経費は、事業者の負担とする。 

 ⑤本村から、必要に応じて当該業務の遂行に関する書類の提出を求められた場合

は、事業者は速やかに応じること。 

⑥スケジュールに変更がある場合には、その都度、提案事業者へ通知する。 

⑦次のいずれかに該当する提案は、無効とする。 

 ア 本実施要領に示した参加資格要件に適合しない事業者が行った提案 

 イ 提出書類等に虚偽の記載がある提案 

 ウ その他実施要領で示した内容に適合しない提案 

⑧提出された企画提案書等について、山添村情報公開条例（平成１４年条例第２４

号）に基づく公開請求があった場合は、原則として公開の対象文書となるが、そ

の者の権利、競争上の地位、その他利益を害すると認められる情報は、非公開と

する。 

 

１４ 問い合わせ先 

〒６３０−２３４４ 奈良県山辺郡山添村大字大西１５１番地 

山添村役場総合政策課（担当：井上） 

TEL：０７４３−８５−００４０ 

E-mail：sousei@vill.yamazoe.nara.jp 

 


